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 Ⅱ 病院事業を取り巻く環境                     
 

 １ 医療政策等の動向                                 

  （１）医療・介護分野の改革 

日本の少子高齢化は進み、2025年（平成 37年）には、いわゆる「団塊の世代」がすべ

て 75 歳以上となる、超高齢社会の到来が予想される中、平成 26年６月に、医療や介護

が必要な状態になっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう

な、切れ目のない医療及び介護の提供体制を構築するため、「地域における医療及び介護

の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」が成立しました。 

この一括法では、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、地域包括ケ

アシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進す

るため、医療法の中で医療計画の一部として、都道府県において「地域医療構想」の策

定が位置付けられました。 

「地域医療構想」には、2025年の医療需要と病床の必要性と目指すべき医療提供体制

を実現するための施策が盛り込まれ、人口動向や平成 26 年 10 月からスタートしている

「病床機能報告制度」など、様々なデータを収集・分析・活用しながら、一般病床及び療

養病床に係る高度急性期、急性期、回復期及び慢性期の将来における病床の必要量を推

計し、構想区域ごとの医療需要と医療供給を適切に把握することで、「病院完結型」の医

療から地域全体で治療し支える「地域完結型」の医療への転換を進め、患者が適切なリ

ハビリテーションを受けることや長期療養に適した環境で入院することなど、その状態

に合ったケアが受けられること、病床機能に応じた医療従事者配置とすることにより限

られた医療人材を有効活用することができること、適切な機能の病床への入院により入

院費用を適正化することができることなど、医療のあり方の変化や人口構造の変化に対

応したバランスのとれた医療提供体制の構築を目指しています。 

国の要請に基づき、道は平成 25 年 3 月に策定した「北海道医療計画」の一部として、

平成 28 年 12 月に「北海道地域医療構想」を策定し、地域の医療ニーズに対応した過不

足のない医療提供体制を構築するため、将来人口や医療需要、必要病床数等の推計から、

二次医療圏と同じ構想区域ごとの将来像を示し、医療機関の相互分担と連携の促進、医

療と介護が連携した地域包括ケアシステムの構築、医療・介護従事者の確保・養成の３

つの課題に向け、各医療機関には自主的な取組と相互協議等を促しながら、協議の場と

地域医療介護総合確保基金による財政的な支援等を提供することとしています。 



 

 

市立千歳市民病院  

- 5 - 

 

 

 

*全国厚生労働関係部局長会議（厚生分科会）より 
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（２）診療報酬の改定 

     病院収益の大部分を占める診療報酬については、国が概ね２年ごとに見直しを行うこ

とから、病院経営は国の医療政策に大きな影響を受けることになります。 

     平成 28年度診療報酬改定では、地域包括ケアシステムの構築・推進、医療機能の分化・

強化・連携の充実等に関連する項目が増加傾向にあります。 

診療報酬本体では、プラス改定となっていますが、薬価、材料価格等を含めた全体で

は、８年ぶりのマイナス改定となっており、地域包括ケアシステムの構築・推進や医療

費の効率化等質の高い医療の提供により、医療費の抑制を目指す国の方針を受け止めな

がら、迅速かつ適切に病院運営を行う必要があります。 

       

 

*厚生労働省「平成 28年度診療報酬改定の概要」 

 

＜診療報酬の改定率＞ 

 

14年 16年 18年 20年 22年 24年 26年 28年

本体 ▲ 1.30 0.00 ▲ 1.36 0.38 1.55 1.38 0.73 0.49

薬価等 ▲ 1.40▲ 1.00▲ 1.80▲ 1.20▲ 1.36▲ 1.38▲ 0.63▲ 1.33

実質改定率 ▲ 2.70▲ 1.00▲ 3.16▲ 0.82 0.19 0.004 0.10 ▲ 0.84
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（単位：％） 
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（３）医師確保の取組 

全国各地で医師の不足や偏在が大きな社会問題となっており、特に、小児科、産婦人

科においては、勤務環境が極めて過酷な状況にあり、また、近年の訴訟リスクの高まり

により医師から敬遠され、深刻な医師不足に拍車をかけています。 

加えて、病院勤務医は休日・夜間診療の増加や書類の作成、会議等の診療外業務の増

加などにより、長時間にわたる不規則な業務が常態化していることから、医師の開業医

志向が高まっており、さらには、研修医の大学病院離れが急速に進み、大学医局が担っ

てきた地域医療機関への医師派遣が困難になっていることなどにより、自治体病院にお

ける医師の確保は大変難しくなっています。 

北海道では医師数が年々増加していますが、平成 22 年から人口 10 万人当たりの医師

数が全国平均よりも下回るとともに、医師のほとんどが都市部に偏在し、また、総医師

数の約半数が札幌圏に集中するなどの大きな地域格差が生じています。 

このため、国は医学部における地域枠を設定し、地域の医師不足の解消を図るととも

に、都道府県等が設置している地域医療支援センターの機能強化や関係法令の改正など、

医師の確保・派遣に関する対応も検討しています。 

 

＜医師数の推移（平成 10年～平成 26年）＞ 

北海道の人口 10万人当たり医師数は、平成 22年から再び全国水準以下となっています。 

   

【医療施設従事医師数の推移（平成 10年～平成 26年）】 

  （単位：人）   

 

*北海道の医師確保対策について（平成 28年 1月）より 
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＜二次医療圏医師数（平成 26年 12月末）＞ 

札幌圏に全道の医師の約半分が集中しており、地域格差が著しくなっています。 

 

【人口 10万対医療施設従事医師数（道内圏域別）】（平成 26年 12月末）  

 

 

*北海道の医師確保対策について（平成 28年１月）より 

 

＜札幌圏の医師数（平成 26年 12月末）＞ 

札幌圏の人口 10万人当たりの医師数は、全道平均を上回っていますが、札幌市内に圏域の

医師の約９割が偏在しており、圏域内での地域格差が著しくなっています。 

 

【医療施設従事医師数（札幌圏別）】（平成 26年 12月末）                    

医療施設従

事医師数 

全道 札幌圏 札幌市 江別市 千歳市 恵庭市 北広島市 石狩市 当別町 新篠津村 

12,431 人 6,626 人 6,100 人 161 人 119 人 115 人 61 人 57 人 11 人 2 人 

*北海道の医師確保対策について（平成 28年 1月）より 

 

（単位：人、％） 
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【人口 10万対医療施設従事医師数（札幌圏別）】（平成 26年 12月末） 

 

    *平成 26年北海道保健統計年報より（第７表、第 64表、付録第５表を基に作成） 

          

＜道内病院・診療所数推移＞ 

医師の開業医志向の高まりから、無床診療所が増加しています。 

  【道内病院・診療所の推移（平成２年～平成 26年】 

 

*平成 26年北海道保健統計年報より 

 

 

 

 

札幌市 江別市 千歳市 恵庭市 北広島市 石狩市 当別町 新篠津村

人口10万対

医療従事医師数
315.3 132.8 126.0 166.8 103.0 98.9 63.5 61.7

0

100

200

300

（単位：人）

Ｈ2 Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

病院 682 657 638 620 613 604 594 588 584 579 574 575 569

診療所（有床） 1,187 1,064 870 663 617 595 570 552 526 503 489 422 395

診療所（無床） 1,887 2,178 2,457 2,700 2,749 2,786 2,805 2,826 2,862 2,874 2,897 2,917 2,921

0

1,000

2,000

3,000

4,000

札幌圏   281.2 

全道    230.2 
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＜道内小児科、産婦人科医師数推移＞ 

小児科医が減少しています。産婦人科医は平成 20年度に増加しましたが、その後減少して

います。 

   

【道内の小児科・産婦人科医指数の推移（平成 2年～平成 26年）】 

 

*平成 26年北海道保健統計年報より 

 

＜道内臨床研修医の状況＞ 

新医師臨床研修制度の実施以降、道内で臨床研修を行う医師は減少していましたが、地域

枠制度の導入などにより、ここ数年は増加傾向にあります。 

    

【道内の臨床研修医数の推移】 

 

Ｈ2 Ｈ4 Ｈ6 Ｈ8 Ｈ10 Ｈ12 Ｈ14 Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26

小児科 1,509 1,492 1,442 1,468 1,377 1,322 1,278 1,190 1,117 1,085 1,021 1,011 1,001

産婦人科 466 455 453 479 450 457 455 422 381 423 405 407 398

0

400

800

1,200

1,600

（単位：人） 



 

 

市立千歳市民病院  

- 11 - 

 

*北海道の医師確保対策について（平成 28年 1月）より 

 

＜道内市町村立病院の医師充足状況＞ 

医師不足のため、道内の市町村立病院のうち、15.1％（平成 26年度末時点）の病院が医療

法で定める医師標準数を満たしておりません。 

   

【道内市町村病院の医師充足状況】 

 

*北海道の医師確保対策について（平成 28年 1月）より 
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 ２ 自治体病院の現状                                 

  （１）全国の状況 

地方公営企業法を適用する自治体病院は平成 26年度には 804（地方公営企業法適用病

院で建設中の病院を除く）あり、全国の病院数 8,493 の 9.5％、病床数では 187,947 床

で全体の 12.0％を占めています。また、経営主体別では、都道府県立 149、指定都市立

30、市立 352、町村立 170、組合立 103となっています。 

全国の自治体病院全体の患者数は入院・外来とも年々減少しており、平成 26年度の延

患者数は平成 22 年度と比べ入院で 11.3％、外来で 10.1％の減少となっているほか、病

床利用率は平成 22年度と比べ 2.0ポイント減の 72.8％となっています。 

また、平成 26 年度に経常損失を計上した病院は全体の 56.7％、病院全体で約 375 億

円の経常損益を計上しており、不良債務は平成 22 年度に比べ 38.5％減の約 189 億円、

累積欠損金は平成 24 年度から 2 兆円を下回り、平成 26 年度は約 1 兆 7,904 億円となっ

ています。 

 

     ＜自治体病院数（地方公営企業法適用）＞ 

区  分 都道府県 指定都市 市 町村 組合 計 

一
般
病
院 

300床以上 67 21 122 1 39 250 

100床以上

300床未満 
40 7 154 40 41 282 

100床未満 15 2 74 128 21 240 

計 122 30 350 169 101 772 

結核・精神病院 27 － 2 1 2 32 

計 149 30 352 170 103 804 

         *平成 26年度地方公営企業年鑑より（地方公営企業法適用病院で建設中の病院を除く） 

      

＜患者数及び病床利用率＞ 

 

 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

延外来患者数 91,983 89,394 87,766 86,011 82,664

延入院患者数 55,840 54,095 52,578 51,473 49,508

病床利用率 74.8% 74.4% 73.9% 73.4% 72.8%
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（単位 ： 千人）
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＜経常損益割合＞ 

 

 

＜経常損益及び累積欠損金額＞ 

 

＜不良債務額＞ 

 

*地方公営企業年鑑より 

52.3%

51.9%
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44.6%

43.3%

47.7%
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51.6%

55.4%

56.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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Ｈ26年度

経常利益 経常損失

Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度

経常損益 5,640 9,464 ▲ 11,023 ▲ 24,820 ▲ 37,531

累積欠損金 2,070,706 2,032,591 1,958,123 1,970,402 1,790,381

1,600,000
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（単位 ： 百万円）

経常損益 累積欠損金

Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度

不良債務額 30,692 15,478 10,605 9,324 18,881

0

5,000

10,000
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30,000

35,000
（単位：百万円）
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  （２）北海道の状況 

     北海道の自治体病院は、平成 26 年度現在 83 あり、患者数は入院・外来とも年々減少

しています。平成 26年度の延患者数は入院が約 310万 8千人、外来が約 628万人であり、

平成 22 年度と比べ入院が 11.9％、外来が 6.9％減少しています。なお、病床利用率は、

平成 22年度と比べ 3.3ポイント減の 68.2％となっています。 

     平成 26年度において経常損失を計上した病院は全体の 54.4％であり、平成 22年度と

比較して大幅に減少したものの、病院全体での経常損失額は約 84億円に達するなど、北

海道における自治体病院の経営は厳しい状況にあります。 

また、累積欠損金は、平成 24年度以降増加傾向にあり、平成 22年度に比べ 10.9％増

加し、約 1,680億円と依然として高い水準にありますが、不良債務については平成 22年

度に比べ 32.1％減少し、約 52億円となっています。 

 

＜患者数及び病床利用率＞ 

 

 

＜経常損益割合＞ 

 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

延外来患者数 6,749 6,658 6,414 6,375 6,280

延入院患者数 3,527 3,438 3,290 3,207 3,108

病床利用率 71.5% 70.8% 70.1% 68.5% 68.2%

66.0%

67.0%

68.0%

69.0%

70.0%
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8,000

（単位 ： 千人）
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＜経常損益及び累積欠損金＞ 

 

 

      ＜不良債務額＞         

       

*北海道市町村における病院事業の業務概況より 

 

 

     

 

Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度

経常損益 ▲ 1,422 ▲ 2,943 ▲ 5,262 ▲ 5,438 ▲ 8,405

累積欠損金 151,525 149,623 150,395 153,057 168,010
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（単位 ： 百万円）

経常損益 累積欠損金

Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度

不良債務額 7,636 4,258 2,750 1,837 5,182
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（単位 ： 百万円）


